
１．まちづくり指標の現状

２．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

３．めざすべき姿に対する現状評価（まちづくり指標や外的要因等からの評価）
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　指標を昨年と比較すると全てにおいて悪化し、特に、「消費者トラブル件数」は目標値と乖離した状況
となった。指標「消費者トラブル時の相談相手（場所）を知っている人の割合」は減少したが、「振り込め
詐欺」等特殊詐欺が多く報じられる中で、様々なトラブルや問題に対して消費者の意識も高まってお
り、実際に被害に遭った相談だけでなく、被害を未然に防ぐ相談もあるため、それが「消費者トラブル件
数」の増加に繋がったと考えられる。
　また、「食品などの日用品の安全性に不安を感じている人の割合」は、昨今の食品に関する事件や事
故などの報道により、依然として不安を感じている人が多いことが影響していると考えられる。

指標の
めざす
方向

消費者トラブル時の相談相手(場所)を知っている人の割合（％）

食品などの日常品の安全性に不安を感じている人の割合（％）

・輸入食品による健康被害や日用品による被害の発生など、市民生活の安全と安心を揺るがす事件が発生し、食品や日用品に対する安全
性への関心は高まっている。
・東北地方太平洋沖地震を端緒に発生した福島第一原子力発電所事故に起因する放射性物質による影響が頻繁に報道されるなど、市民
の環境・食品・人体への安心・安全に対する関心が高まっている。
・「振り込め詐欺」等の問題に対し関心が高まっている。

現状評価 Ｂ
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４．事務事業群に対する評価（行政活動の評価）
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総合計画推進市民会議による現状評価（※総合計画推進市民会議が発表した「重要なまちづくりの課題（めざすべき姿）の評価書」から転記）

消費生活において不安・疑問を速
やかに解決できる

長期成果（事業群①） 長期成果（事業群②） 長期成果（事業群③） 長期成果（事業群④）

故などの報道により、依然として不安を感じている人が多いことが影響していると考えられる。

消費生活講座事業

消費者問題懇話会事業

消費生活モニター事業 環境保全型農業直接支払補助事業

消費生活フェア事業 有機堆肥利用促進補助事業

消費者団体活動補助事業

消費生活相談事業 尾西農畜産物等直接販売協議会補助事業

一宮市地方総合卸売市場入場者育成補助事業

愛知県消費者協会負担金事業

計量思想普及事業

評価

　長期成果は、「消費者」と「商品・サービス」に分けており、モレもダブリもない。各事務事業は、長期成果を達成するため必要な事業が行われている。
　めざすべき姿を実現するためには、振り込め詐欺や食品産地偽装等の事件や原発事故等の広範囲に影響が及ぶ事故の根絶が要因の１つとして考えら
れる。しかし、事件・事故はなくならず、トラブルに巻き込まれたり不安を感じる消費者が数多くいるのが現実である。行政としては、被害を未然に防ぐ意味も
あるため、今後も継続して事業を行う必要がある。

評価観点
１．長期成果は重要なまちづくりの課題（めざすべき姿）の一歩手前の状態となっており、モレなくダブリなく設定されているか。

２．各事業群の事務事業は、長期成果を達成するのに必要十分であるか。

評価 Ｃ 各指標とも悪化傾向である。ネット取引等による消費者トラブルなど、消費形態の変化も大きく関係して
いると思われる。

悪化傾向

次年度の
改善計画

　この施策で行われている事務事業は、消費者への注意喚起や啓発、商品の安全性や信頼性の確保に対して行われていて内
容は充実している。新規や改善、廃止の事業はないが、各事業とも必要な事業であり、今後も継続して実施する。

残留農薬分析補助事業

計量検査事業

商品やサービスが消費者から信頼
されている

停滞

評価がＢ・Ｃの場合

悪化傾向


